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                       Ⅰ  令和８年度の予算について 

 

 

１  予算の基本方針 

  本県では、徹底した行財政改革に取り組むとともに、県政の様々な分野で新たな政策を打

ち出し、県民が将来にわたりこの奈良県で幸せに暮らしていける、そんな県づくりに全力で

取り組んできました。 

  令和８年度予算においても、喫緊の課題である「物価高対策」をはじめ、「教育の無償

化」の更なる充実や、「大型のハードプロジェクト」の着実な推進のほか、県政各分野の課

題に取り組みます。 

  また、限りある予算や人員で取組を進めて行くため、令和８年度予算の編成過程において

も、既存事業の見直し等の行財政改革に、引き続き取り組んだところです。 

  このような考えのもと、令和８年度の予算編成を行った結果、一般会計の予算規模につい

ては、6,219億 8,700万円となりました。また、一般会計、特別会計及び企業会計の 15会計

を合計すると、9,492億 7,000万円となりました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 一般会計予算の状況 

 (1) 予算規模 

 令和８年度の一般会計の予算規模は、第１表のとおり 6,219億 8,700 万円であり、また、

規模の推移は第２表のとおりです。  

            

 第１表 令和８年度一般会計予算規模 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２表 当初予算（一般会計）規模の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

(注) 令和元年度及び令和５年度県予算額は、６月補正後の予算額です。 

    

 (2) 歳入予算の状況 

  令和８年度歳入予算は、第３表、第１図のとおりですが、県税、地方交付税等その使途

が特定されない「一般財源」と、国庫支出金、県債等その使途が特定されている「特定財

源」とに区分すると、「一般財源」は全体の 72.5％となっています。 

  また、県税等県が自主的に調達できる「自主財源」と、地方交付税、国庫支出金、県債

等その調達を国等に依存する「依存財源」とに区分すると、「自主財源」は 41.6％となっ

ています。 



 

 

第３表 令和８年度一般会計予算（歳入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 歳入予算の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある 



 

 

歳入予算の主な内容は次のとおりです。 

 

① 県 税 

 県税の令和８年度予算額は 1,439億円であり、前年度に比べて 111億円（8.4％）の

増となっています。 

 県税の税目別内訳及び県税の推移は、第４表及び第２図のとおりです。 

 

第４表 県税の税目別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２図  県税の推移 

② 地方消費税清算金 

 地方消費税の都道府県間の清算による地方消費税清算金は、前年度に比べて 87 億 

5,600 万円（14.7％）の増となり、令和８年度予算額は 681 億 6,900 万円となっていま

す。 

③ 地方譲与税 

 地方譲与税は、国の基準に応じて国から地方公共団体に譲与されるものですが、前年

度に比べて 33 億 6,300 万円（11.7％）の増となり、令和８年度予算額は 320 億 800 万

円となっています。 

④ 地方交付税 

 地方交付税は、全国の地方公共団体に一定の行政水準を保障するため、特定の国税

（所得税、法人税、酒税等）収入額の一定率に相当する額等を総額として、それぞれの

地方公共団体の行財政需要に応じて国から交付されるものですが、令和８年度において

は、物価高によるコスト増や人件費の上昇、さらにいわゆる教育無償化等への対応によ

り、本県の令和８年度予算額は 1,918 億円で、前年度に比べて 161 億円（9.2％）の増

となっています。 

⑤ 国庫支出金 

 国庫支出金は、主に特定の事業に充てるための財源として国が負担又は補助するもの

です。令和８年度予算額は 752億 9,984万 3 千円であり、実質消費を回復するためのプ

レミアム商品券発行等、新たな物価高対策にかかる国庫支出金の増等により、前年度に

比べて 136億 2,003万 1千円（22.1％）の増となっています。 



 

 

⑥  財産収入 

令和８年度予算額は 51億 4,507万 1千円であり、奈良工業高校跡地や御所ＩＣ工業 

団地用地等、県有資産の売却を推進したことにより、前年度に比べて2 8 億 4 , 2 2 2 万 

2千円（123.4％）の増となっています。 

 

⑦ 繰入金 

 令和８年度予算額は 183 億 8,306 万円であり、新型コロナ感染症対応中小企業金融支

援基金の終了に伴い繰入金が減少したことなどにより、前年度に比べて98 億 9,928 万 

9千円（35.0％）の減となっています。 

⑧ 県  債 

 令和８年度予算額は 591 億 5,940 万円であり、投資的経費等の財源に充てる県債の増

加等により、前年度に比べて 66億 6,290万円（12.7％）の増となっています。 

 なお、県債の発行にあたっては、今後の公債費負担の軽減を図るため、極力、交付税

により財源措置がなされる有利な県債を活用するよう努めています。 

 

 (3) 歳出予算の状況 

  ① 目的別内訳 

 歳出予算を目的別に分類すると、第３図、第５表のとおりです。教育費が 1,170 億 

1,305万 1千円（構成比 18.8％）と最も多く、福祉保険費が 935億 3,807万 1千円（同 

15.0％）とこれに続き、以下、県土マネジメント費、公債費、諸支出金、地域創造費の

順になっています。 

  ② 性質別内訳 

 歳出予算を性質別に分類すると、第４図、第６表のとおりです。補助費等が 1,974 億

5,995万 9千円（構成比 31.7％）と最も多く、次いで、人件費が 1,573億 6,665万 7千

円（同 25.3％）、以下、普通建設事業費、公債費の順になっています。 

      人件費については、退職者数の増により退職手当が増加することに加え、令和７年度

人事委員会勧告に伴う給与改定等により、前年度に比べて 5.6％の増となっています。 

  公債費については、令和８年度予算額は 690億 3,970 万円であり、従来から交付税措

置のない県債の発行を極力抑制してきたことなどにより、元金が減少し、前年度に比べ

て 1.7％の減となっています。 

 普通建設事業費の令和８年度予算額は 979億 1,011 万 3 千円であり、前年度に比べて 

11.6％の増となっています。県民生活や経済活動の基盤となる道路整備の加速化や防災

・減災対策等を進めます。 

 物件費については、令和８年度予算額は 266億 6,456 万 4 千円であり、実質消費を回

復するためのプレミアム商品券の発行や、中小企業及び小規模事業者への賃上げ促進支

援など物価高騰対策の実施により、前年度に比べて 17.8％の増となりました。 

 補助費等については、引き続き社会保障関係経費が増加することに加え、国の「いわ

ゆる教育無償化」（高校授業料や公立小学校給食費の負担軽減）に対応するとともに、



 

 

私立高校の授業料等については本県独自の支援を拡充したこと、さらに県税等の増収に

伴い県税交付金等が増加したことなどから、令和８年度予算額は 1,974億 5,995 万 9 千

円であり、前年度に比べて 8.6％の増となっています。 

 積立金については、令和８年度地方財政対策で創設された「地域未来基金費」及び、 

「臨時財政対策債償還基金費」をそれぞれ地域・経済活性化基金、県債管理基金へ積立

てたことなどから、令和８年度予算額は 231 億 4,147 万 6 千円であり、前年度に比べ

て 290.4％の増となりました。 

  繰出金については、救急医療体制や発達障害児向け医療等への支援を強化するため、

県立病院機構関係経費特別会計への繰出金が増加したことに加え、医療費の増等により

国民健康保険事業費特別会計への繰出金も増加したことなどから、令和８年度予算額は

188億 3,941万 6千円であり、前年度に比べて 6.7％の増となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第３図 令和８年度一般会計予算目的別歳出構成図

 

第４図 令和８年度一般会計予算性質別歳出構成図

 



 

 

第５表 令和８年度一般会計予算（目的別歳出）

 

 
 
 



 

 

第６表 令和８年度一般会計予算（性質別歳出） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

３ 特別会計予算の状況 

  県が特定の事業を行うため地方自治法第 209条第２項の規定に基づき条例により設置して

いる特別会計は、第７表のとおり 13 会計で、その総額は 3,044 億 5,300 万円となっており、

前年度に比べて 144億 4,460万円、4.5％の減となっています。 

 

第７表 令和８年度特別会計予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４ 重点的に取り組む項目 

  県政諸課題への対応は以下のとおりです。 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

Ⅰ 県民や事業者の安心と暮らしへの責任 

 １ 県民の命と財産を守るための防災力の強化 

○ 防災活動体制の整備・充実 

 ・○新関係機関からの応援部隊用のＷｉ－Ｆｉや電子黒板の設置 

 ・避難所における生活環境改善のため、スポットクーラー、スポットヒーター、蓄電 

池等を収納したコンテナを整備 

○ ○新災害時保健医療福祉支援体制・連携の強化 

 ・高齢者や在宅避難者など多様な支援ニーズに、保健・医療・福祉が連携して対応でき 

るよう「保健医療福祉調整本部」の体制を整備 

○ 大規模災害発生時の応急対策の強化  

  ・南海トラフ地震等の大規模災害時における、応援部隊や支援物資の円滑な受入れ等 

に向け、南部中核拠点の整備を推進 

   ・「奈良県消防学校移転整備基本計画」を策定し、南部中核拠点と一体的に整備を推進 

 

２ 高齢者にやさしい奈良県づくり 

○ 地域包括ケアシステムの推進   

・介護予防の充実のため、先進的な地域活動事例の普及や個別支援・相談体制の強化 

・○新専門アドバイザー等による高齢者権利擁護の推進 

○ ○新施設長寿命化による介護施設の確保 

   ・高齢化の進展に伴う必要床数の不足に対応するため、既存の特別養護老人ホームの長 

寿命化を実施する社会福祉法人等に対し補助 

○ ○新「奈良県高齢者福祉計画・第１０期介護保険事業支援計画・認知症施策推進計画」

の策定 

○ 介護人材の確保・定着  

 ・介護ロボット等の導入に取り組む介護事業所等に対する支援 

・○新県民と介護の専門職が交流する機会を創出し、県内で活躍する介護従事者の姿を発 

信するイベントを開催 

 

３ 地域医療提供体制の確保 

 ○ 奈良県西和医療センターの移転整備を推進 

   ・整備基本計画の策定 

  ○ 地域の医療提供体制全体の将来ビジョンを示す「新たな地域医療構想」の策定 

   ・現状評価や構想策定に資するデータ分析の実施 

 

 

2,728万円 

 

 

 

133万円 

 

 

4.2億円 

 

 

 

 

 

12億円 

 

 

1.5億円 

 

 

100万円 

 

1.7億円 

 

 

 

 

 

2.1億円 

 

3,962万円 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕   



 

 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

Ⅱ 奈良県の子ども、若者の未来への責任 

 １ こども・子育て施策の推進 

○ 働きやすい職場づくりと女性の就労支援を推進 

 ・子育て中等就労に踏み出せない女性に対して、有給インターンシップやリスキリング 

の実施により正規雇用を促進 

   ・有給インターンシップ受入企業の職場環境改善を支援 

○ こども・子育てＤＸの推進 

   ・こども・子育て分野のＤＸを推進するため、市町村との電子母子手帳の共同化に向け 

た基本設計の実施 

○ ○新低所得のひとり親世帯への生活支援 

   ・食費等の物価高騰の影響を特に受ける低所得のひとり親世帯に対し、生活支援のため 

の給付金を支給 

○ ヤングケアラー支援体制の強化 

 ・○新ヤングケアラー支援マニュアルの作成 

○ スクールカウンセラー配置の充実 

   ・すべての公立学校に配置を拡充 

   ・公立中学校、公立義務教育学校の配置回数の下限を引上げ 

○ ＳＮＳによる相談体制の充実 

   ・ＬＩＮＥ相談窓口を３６５日対応に拡充 

○ ○新地域限定保育士制度の導入による保育人材の確保 

 ・保育人材の確保を図るため、「地域限定保育士試験」を実施 

○ 研究会を通じた保育の質と職場環境改善の推進 

 ・保育現場での働き方改革マニュアルの普及促進や専門家派遣による職場環境を改善 

○ ベビーシッターを利用した子育て支援の実施 

 ・○新対象年齢を３歳未満から就学前児童へ拡充 

○ ○新年齢や性別に関係なく誰もが働きやすい環境づくりの推進 

 ・モデルとなる市町村と域内の企業、団体とが連携して各職場の環境や働き方を改善し 

ていくことを支援するとともに、当該市町村の取組の横展開を実施 

○ ぬくもりあふれる公園プロジェクト 

 ・全ての世代にやさしい公園機能を拡充するため、県営都市公園の施設・設備の整備を 

実施 

○ まほろば健康パークの機能強化 

   ・令和１２年度中の供用開始に向け、運営先行型ＰＦＩ方式による事業を推進するため 

令和８年度に管理運営事業者の選定を実施 

 

 

 

6,743万円 

 

 

 

1,046万円 

 

 

3.3億円 

 

 

1,162万円 

 

1.7億円 

 

 

592万円 

 

550万円 

 

899万円 

 

1,000万円 

 

260万円 

 

 

3.2億円 

 

 

1,743万円 

 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕            



 

 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

○ こどもや高齢者を地域で守る取組の促進 

  ・こどもや高齢者に対する犯罪・事故の防止に向け、地域住民による主体的な防犯・見

守り活動の実効性を高めるための設備等の導入を支援 

 

２ 高校授業料の無償化 

○ 高等学校授業料等の支援制度を拡充（国の就学支援金に県が上乗せして支援） 

   ・こどもたちが家庭の経済的状況にかかわらず、希望する進路を選択できるよう授業料 

等を支援 

 

３ 学校給食費の無償化 

  ○ ○新学校給食費（食材費）の負担軽減を通じて子育て支援を実施 

 

 ４ 県立学校の環境改善 

  ○ 県立高校トイレピッカピカ５カ年計画を推進 

・洋式化・乾式化の工事を実施 

○ 特別教室、体育館等への空調設備の設置 

○ 県立学校の老朽化対策 

 ・屋上防水改修等の大規模な改修 

 

Ⅲ 豊かで活力ある奈良県を創る責任 

１ 脱炭素社会の実現 

 ○ エネルギーを 「つくる」 

  ・小水力発電による電力の地産地消とレジリエンス強化のためのモデル地域の創出検 

討、○新市町村等への小水力発電導入可能性調査及び小水力発電設備の導入支援  等 

○ エネルギーを 「ためる」 

 ・避難所の生活環境の改善を支援するため、蓄電池等を収納したコンテナを整備、災害 

時に電力供給可能なＥＶ・ＦＣＶ等の普及促進 等 

○ エネルギーを「かしこくつかう」 

 ・工業団地の脱炭素化に資する、再生可能エネルギー導入に向けた採算性について調査 

を実施、○新商用水素ステーション等の整備に向けた水素需要の調査を実施 等 

○ 普及啓発 

   ・○新官民連携による脱炭素施策の展開（太陽光発電設備等共同購入、ＥＶ普通充電器導 

   入促進、Ｊ-クレジットの創出・活用促進）  

 

 

360万円 

 

 

 

 

9.1億円 

 

 

 

 

33.7億円 

 

 

29.5億円 

 

4.6億円 

5.6億円 

 

 

 

 

2,900万円 

 

 

140万円 

 

 

30.2億円 

 

 

1億円 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕            



 

 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

○ ＣＯ２を 「ためる」 

   ・施業放置林の解消・未利用材の搬出促進、奈良県産材を使用した住宅・非住宅助成制 

度の拡充  

 

 ２ 産業政策のパッケージ２０２６ 

  ○ 時代に即した人材確保の展開 

   ・○新物価上昇を上回る賃上げを促進するため、賃上げを行う中小企業等に給付金を支給 

   ・○新成長産業の誘致、若者に魅力的な職場の創出、デジタル人材の不足等の諸課題に対 

応するため、ＩＴ産業の誘致と県内高校生に対するＤＸ人材育成プログラムを一体的 

に実施 

  ○ 産業用地の確保と企業立地への支援 

   ・京奈和自動車道御所ＩＣ周辺において工業団地を整備    

  ○ 事業承継・次世代への継承 

   ・○新事業承継を加速化するための啓発セミナー、譲受企業とのマッチングイベント、後 

継者育成の取組に対し支援 

○ 企業競争力を支える基盤強化（生産性向上、ＤＸ等） 

   ・○新県内の実質消費を回復するため、プレミアム商品券を発行 等 

○ 地域の未来を創るＧＸ・イノベーションの推進 

 ・次世代の高度な技術を活用したサービスの社会実装、地域課題の解決を目指して、新

たな先進技術の実装化を支援 

○ 外国人材の確保と受入環境の充実 

 ・ベトナムホーチミン市工科大学とのインターンシップを実施 

   ・○新フエ大学とのインターンシップ（Ｒ９実施）に向けた準備 

○ 企業と行政の関係構築・強化 

 ・「ＣＲＭ(顧客情報マネジメント)」システムや県産業施策集等を活用し、タイムリー 

な産業施策の情報をプッシュ型で発信 

○ スタートアップへの支援 

 ・○新スタートアップからの公共調達促進、県内スタートアップが県外で交流・ＰＲが出 

来る機会を創出 

○ ○新奨学金制度について活用しやすい制度にするため、学歴要件や補助上限等を拡充 

○ 事業承継加速化を促進 

 ・○新啓発セミナーとして、事業承継を企業価値創出の契機とし、前向きに捉えるための 

セミナー開催を支援 

○ ○新中小事業者の持続的な賃上げを実現するため、省力化や収益力の向上に資する設備

投資等に対し補助 

7.7億円 

 

 

 

 

10.9億円 

 

 

 

 

21億円 

 

950万円 

 

 

47.7億円 

 

2,050万円 

 

 

2,097万円 

 

 

511万円 

 

 

4,727万円 

 

 

150万円 

950万円 

 

 

10.5億円 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕  



 

 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

○ 制度融資（○新チャレンジ資金【県事業連携枠】） 

・省力化や収益力の向上に資する設備投資等を行う中小事業者の資金繰りを支援 

○ ○新中小企業等賃上げ促進事業 

 ・物価上昇を上回る賃上げを促進し、県経済活性化の好循環を生み出すため、従業員の 

賃金を一定以上引上げた中小事業者を支援 

○ ○新実質消費の回復し地域経済の活性化を図るため、プレミアム商品券を発行（再掲） 

 

３ 大和平野中央の県有地の活用 

○ 磯城郡３町における県有地を活用したまちづくりを推進 

 ・川西町において、子どもを中心に多様な交流が生まれるまちづくりを推進 

 ・三宅町において、次世代を担う 学生 × 企業 のまちづくりを推進 

   ・田原本町において、交通安全・安心のまちづくりを推進 

○ ○新インターナショナルスクールの誘致        

   ・海外で高度な教育プログラムを提供しているインターナショナルスクールの県内誘致 

を推進 

 

 ４ 戦略的な観光振興施策 

○ 持続可能な奈良公園づくりを推進 

 ・観光客の増加により顕在化してきた奈良のシカとの接し方やごみのポイ捨てなど様々 

な問題に対し、関係者の協働による取組を推進 

○ 奈良県の観光みらいを共創  

 ・持続可能な観光を実現するため、新たな財源確保の仕組み（販売型寄付金、協力金等） 

を検討 

○ ＮＨＫ大河ドラマを活用した誘客促進 

 ・豊臣秀長公ゆかりの地である大和郡山市をはじめ県全体への誘客促進と県内周遊、県 

内関連自治体の地域振興と機運醸成を図るため、ＮＨＫ大河ドラマを契機とした取組 

を実施 

 

 ５ 奈良の食と農の魅力づくり 

○ 中央卸売市場の再整備の推進 

 ・市場エリアについては、市場機能の高機能化・効率化を実施 

 ・賑わいエリアについては、「食」を通じた地域の賑わい拠点を創出 

○ 県産農産物等の海外への販路拡大を支援 

 ・海外での販売プロモーション 

 ・○新県産農産物の輸出促進に向けた生産拡大を支援 

3.7億円 

 

10.5億円 

 

 

33.5億円 

 

 

23.3億円 

 

 

 

1,700万円 

 

 

 

 

6,090万円 

 

 

2,000万円 

 

 

9,050万円 

 

 

 

 

 

8.5億円 

 

 

6,687万円 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕  



 

 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

６ 文化の振興 

○ 文化施設の整備 

   ・奈良県文化会館の整備・運営 

   ・○新県立美術館の整備に向けた基本計画の策定 

○ 文化活動の充実 

 ・Nara for Culture（ムジーク）の実施、奈良県みんなでたのしむ大芸術祭の開催  

  ○新県立美術館と忠南美術館の交流推進 

 

７ 「飛鳥・藤原の宮都」の世界遺産登録を見据えた魅力向上推進 

○ 「飛鳥・藤原の宮都」のＲ８年夏の世界遺産登録を目指した事業の実施 

 ・第 48回世界遺産委員会への出席、現地プロモーションの実施（韓国・釜山） 

○ 「飛鳥・藤原」情報発信施設磨き上げ 

 ・「飛鳥・藤原」ガイダンスエリア（万葉文化館）開設に伴う映像コンテンツ制作  

○ 「飛鳥・藤原」来訪者への魅力あるイベント・展示の開催 

 ・○新飛鳥宮復元模型の制作・展示 

○ 史跡飛鳥宮跡及び史跡・名勝飛鳥京跡苑池の保存と整備の推進     

 ・飛鳥宮跡及び飛鳥京跡苑池の公有化、発掘調査 

○ 快適な「飛鳥・藤原」周遊環境の整備 

 ・道路案内標識、観光案内サイン等の県が管理する標識、看板等の維持管理 

 ・○新地域ＤＭＯと連携した広域周遊プラン・観光コンテンツの充実と高付加価値化を促 

  進 

○ 「飛鳥・藤原」の更なる魅力の発信  

 ・構成資産ＶＲ映像の多言語解説音声制作  

 ・飛鳥・藤原地域及び県内周遊における国内・海外向け情報発信・プロモーションを強 

  化 

 

８ 国スポ・全スポ奈良大会準備の推進 

○ 国スポ・全スポ大会準備委員会の運営 

 ・令和１３年の国民スポーツ大会・全国パラスポーツ大会開催に向けた、大会準備委員 

会の運営 

○ 市町村の競技施設の整備を支援 

   ・市町村等が行う、大会の競技会場となる施設の整備・改修に要する経費に対し補助 

○ スポーツ拠点施設の整備 

 ・整備基本計画を踏まえ、橿原公苑陸上競技場・野球場の改修設計、新弓道場の設計等 

を実施 

 

118.8億円 

 

 

1.6億円 

 

 

 

 

2,694万円 

 

6,609万円 

 

8,313万円 

 

1.4億円 

 

1億円 

 

 

 

1.2億円 

 

 

 

 

 

4,729万円 

 

 

2.5億円 

 

1.5億円 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕            



 

 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

○ 競技力の持続的な向上、スポーツ人材の育成 

 ・（公財）奈良県スポーツ協会への事業補助を通じ、アスリートや指導者の活動を支援 

 ・将来の活躍が期待できるジュニアアスリートを発掘、育成 

 

９ 南部東部地域の振興 

○ 住民の福祉の向上及び生活の安定と力強い市町村づくり 

 ・市町村が大学・研究室、民間事業者等と連携して取り組む事業に対し補助 

 ・○新南部・東部地域の市町村の人材確保を支援するため、民間の就職情報サイトを活用 

した情報発信や合同説明会を実施 

○ 産業の振興及び雇用の創出 

 ・雇用創出を促進するためのプログラムを実施 

○ 魅力ある地域づくりの推進 

 ・奥大和移住定住交流センターｅｎｇａｗａを運営 

 ・移住体験プログラムの実施  

 

Ⅳ ３つの責任をしっかりと果たすために 

１ リニア中央新幹線「奈良市附近駅」早期確定等 

○ リニア中央新幹線整備の推進 

 ・リニア奈良県期成同盟会を通じて、ＪＲ東海及び国に対し、「奈良市附近駅」の早期 

確定等を求める要望活動を実施 

 

 ２ 道路整備の加速化 

○ 道路整備を加速化するため３つの改革を実施 

 ・土地収用制度の積極的活用、埋蔵文化財調査の加速化、選択と集中による工事の加速 

  化 

○ 骨格幹線道路ネットワーク等の整備推進 

 ・国道１６８号（小平尾バイパス、香芝王寺道路、王寺道路、新天辻工区）の整備 

 ・国道１６９号（御所高取バイパス、高取バイパス）の整備 

○ 京奈和自動車道等の整備推進 

 ・京奈和自動車道（大和北道路、大和御所道路）の整備 

 ・（都）西九条佐保線の整備 

○ 「ならの道リフレッシュプロジェクト」の推進 

 ・計画的な維持管理による道路利用者への快適な道路空間の提供 

 ・市町村と連携し、山間エリアを対象として支障木伐採を支援 

 

2.8億円 

 

 

 

 

1.1億円 

 

 

 

2,067万円 

 

1.7億円 

 

 

 

 

 

300万円 

 

 

 

 

－ 

 

 

87億円 

 

 

151億円 

 

 

39.9億円 

 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕 



 

 

（○新は新規事業）                                                                  

主 な 取 組 内 容 事 業 費 

３ まちづくりの推進 

○ （仮称）医大新駅周辺まちづくり 

 ・学術・賑わい・医療・健康が一体となった魅力ある中南和の新たな拠点形成を目指し、 

民間活力の導入に向けた手続きを推進 

   ・新駅の整備に向けた設計を進めるとともに、アリーナ等の整備について、Ｒ８年度は 

民間事業者の募集を開始 

○ 平城宮跡歴史公園（県営公園区域）の整備 

 ・奈良の「食」と「クリエイティブな活動」をキーワードに、さらなる賑わい・魅力向 

上を目的とした新しい公園整備を推進 

   ・Ｒ１３年度中の開業を目指し、民間事業者の募集を開始 

 

 ４ 県庁の働き方・職場環境の改革 

○ チャレンジを応援する風土 

 ・職員の意識や働き方改革の進捗を把握する調査を実施 

 ・働き方改革や行財政改革を担う人材の育成を目的とした研修など学習の機会を確保 

○ スマートな業務の進め方 

 ・生成ＡＩを活用した資料作成、庁内問合せ対応の効率化   

○ ウェルネス（心身が健康）な職員 

   ・ストレスチェック、保健師相談、職場復帰支援 

 

 

6.7億円 

 

 

 

 

3.6億円 

 

 

 

 

 

2.3億円 

 

 

1,774万円 

 

1,760万円 

 

〔主な事業（再掲含む）を記載しています。〕  



 

 

                       Ⅱ 令和７年度下半期の財政状況 

 

 

１ 一般会計補正予算の概要 

 前回公表しましたとおり、令和７年度の一般会計の歳入歳出予算額は、令和７年９月 30 日

現在、前年度からの予算繰越額も含め、5,961 億 4,409 万 7 千円でしたが、その後における令

和７年度予算の補正状況は、第８表のとおりです。 

 その主な内容は、次のとおりです。 

                           

 

 (1) ９月定例議会補正予算 

安全・安心の確保や、医療の充実、その他緊急に措置を必要とする経費について増額補

正を行う一方で、教育無償化に関する国の制度変更に伴い不用となる経費について減額を行

い、差し引き 12 億 7,106 万 8 千円の増額措置を講じました。 

 

                                    （単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

１ 安全・安心の確保 

 

100,292 災害対策本部機能強化事業      14,004 

防災体制整備事業           4,400 

消防学校移転整備基本計画策定事業    － 

（債務負担行為のみ） 

公共土木施設災害復旧事業      81,888 

２ 医療の充実 101,357 医療施設等整備促進緊急支援事業   101,357 

 

３ こども・子育て支援 

の充実、女性活躍の推進 

－ 高田こども家庭相談センター移転整備基本計画

策定事業                          － 

（債務負担行為のみ） 

 

４ 教育の充実 1,061,575 公立高校生等臨時支援事業      430,208 

県立大学附属高校生臨時支援事業   10,880 

私立高等学校等臨時支援事業     644,863 

公立高等学校等授業料軽減補助金   △21,584 

県立大学附属高等学校授業料軽減補助金 

                   △2,792 

 

５ 工業・商業の振興 2,500 外国人留学生等県内就労支援事業    2,500 

 

６ 観光の振興 5,250 平城宮跡の利活用推進事業       5,250 

７ その他 94 損害賠償金               94 

 

合   計 1,271,068 
 



 

 

 (2) 12 月定例議会補正予算（当初提出） 

   安全・安心の確保、観光の振興、その他緊急に措置を必要とする経費について、60 億 

7,276 万 4 千円を増額補正しました。 

                                    （単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

１ 安全・安心の確保 

 

85,412 県民くらし相談センター整備事業   85,412 

 

２ 医療の充実 － 新西和医療センター整備基本計画策定事業 － 

（債務負担行為のみ） 

 

３ 教育の充実 － 特別支援学校スクールバス整備事業    － 

（債務負担行為のみ） 

 

４ 観光の振興 139,266 「奈良まほろば館」運営事業     139,266 

 

５ 食と農の振興 7,074 ツキノワグマ対策強化事業       4,700 

農業水利施設省エネルギー化推進対策事業 

                   2,374 

 

６ 文化の振興 13,300 奈良県文化会館運営事業         － 

（債務負担行為のみ） 

Nara for Culture（ムジーク）事業   13,300 

世界遺産登録推進事業          － 

（債務負担行為のみ） 

 

７ まちづくりの推進 － 医大・周辺まちづくり検討事業      － 

（債務負担行為のみ） 

 

８ その他 5,827,712 給与改定に伴う増額        4,317,226 

多様な人材確保の推進          － 

（債務負担行為のみ） 

明日香庭球場指定管理事業        － 

（債務負担行為のみ） 

心身障害者福祉センター（歯科衛生診療所）指

定管理事業               － 

（債務負担行為のみ） 

平城宮跡歴史公園指定管理事業      － 

           （債務負担行為のみ） 

ふるさと奈良県応援寄附金推進事業    － 

           （債務負担行為のみ） 

財政調整基金積立金        1,510,000 

損害賠償金               486 

 

合   計 6,072,764 
 

 



 

 

  (4) 12 月定例議会補正予算（令和７年 12 月４日追加提出） 

国の経済対策にかかる補正予算を活用して、県政諸課題に迅速に対応するとともに、緊

急に措置を必要とする経費等について、281 億 2,871 万 7 千円を増額補正しました。 

   （単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

１ 物価高の克服 3,717,990 物価高騰対策事業（医療機関等）   1,476,100 

物価高騰対策事業（介護サービス事業所・施

設）                             1,195,000 

物価高騰対策事業（障害福祉サービス事業所・

施設）                             398,000 

物価高騰対策事業（救護施設）     4,435 

物価高騰対策事業（認可外保育施設）  15,900 

物価高騰対策事業（児童養護施設等）  11,300 

物価高騰対策事業（私立学校・奈良県立大学） 

                  31,555 

物価高騰対策事業（ＬＰガス利用者） 251,600 

物価高騰対策事業（特別高圧電力受電中小企

業）                               111,000 

物価高騰対策事業（一般公衆浴場）    1,100 

飼料価格高騰対策事業        13,000 

県立学校給食費負担軽減事業          19,000 

木質バイオマス利用施設整備事業   190,000 

 

２ 防災・減災、国土強

靱化の推進 

22,878,695 道路・街路改良事業               6,905,152 

無電柱化推進事業                   963,900 

（仮称）奈良インターチェンジ周辺整備事業 

                 2,465,061 

道路舗装補修事業                 1,285,350 

道路災害防除事業                 1,905,182 

橋りょう耐震補強事業               459,062 

道路施設老朽化対策事業           2,563,051 

交通安全対策事業           112,270 

歩道におけるバリアフリー整備事業  38,850 

河川改良事業                     1,909,337 

河川情報基盤整備事業                73,500 

補助ダム堰堤改良事業               449,464 

通常砂防事業                     1,351,287 

地すべり対策事業                    61,950 

急傾斜地崩壊対策事業               463,050 

災害リスク情報システム整備事業   28,350 

土砂災害基礎調査・指定推進事業     345,450 

都市公園整備事業          352,800 

農地防災事業（県営事業）           136,500 

農地防災事業（団体営事業）         299,800 

地籍調査事業            228,429 

治山事業                           480,900 



 

 

（単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

３ 農林業の振興 1,532,032 土地改良事業（県営事業）           503,370 

林道整備事業                       153,000 

奈良県木材生産推進事業              95,000 

森林資源適正管理推進事業      241,693 

木材加工流通施設整備事業      523,595 

次世代型森林情報活用推進事業    15,374 

 

合   計 28,128,717  

 

 

(5) 12 月定例議会補正予算（令和７年 12 月 15 日追加提出）          

 国の補正予算を積極的に活用し、福祉の充実や、医療の充実に積極的に取り組むため、 

40 億 4,900 万円を増額補正しました。 

 （単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

１ 福祉の充実 3,436,000 介護分野における賃上げ・職場環境改善支援事

業                2,283,000 

介護施設等に対するサービス継続支援事業 

214,000 

障害福祉分野における賃上げ支援事業 

939,000 

 

２ 医療の充実 613,000 医療分野における賃上げ・物価上昇支援事業 

613,000 

合   計 4,049,000  

 

 

(6) ２月補正予算（専決） 

   衆議院の解散に伴い必要となる総選挙費等に要する経費について、8 億 8,100 万円の増額 

補正予算を専決処分しました。 

 

 

(7) ２月定例議会補正予算（当初提出）          

 国の補正予算を積極的に活用し、重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策や、福祉の

充実などに積極的に取り組むため、45 億 514 万 4 千円を増額補正しました。 

 

 

 



 

 

 （単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

１ 重点支援地方交付金

を活用した物価高対策 

974,816 物価高騰対応ひとり親家庭応援手当給付事業 

                  327,816 

省エネ設備等導入普及促進事業    632,000 

紀伊半島インバウンド販路形成事業   15,000 

 

２ 安全・安心の確保 904,712 災害救援物資備蓄推進事業      106,772 

文化財保存事業費補助金        25,000 

直轄河川事業費負担金        706,000 

交通安全施設等整備事業       66,940 

 

３ 福祉の充実 965,266 介護テクノロジー導入支援事業       207,600 

障害者福祉施設整備補助事業         220,761 

介護福祉士修学資金等貸付原資造成補助金 

177,235 

外国人介護人材確保現地活動支援事業 13,670 

介護事業所等に対するサービス継続支援事業 

                  329,000 

ケアプランデータ連携システムの活用促進モデ

ル地域づくり事業          17,000 

 

４ 医療の充実 750,492 医療分野における生産性向上支援事業 320,000 

小児医療施設支援事業        164,112 

分娩取扱施設支援事業        156,600 

災害時歯科保健医療提供体制整備事業  95,070 

市町村による医師確保対策支援モデル事業 

                    14,710 

 

５ こども・子育て支援

の充実、女性活躍の推進 

59,063 保育士修学資金等貸付原資造成補助金 31,148 

児童福祉施設等事業継続支援事業   23,940 

児童養護施設等ＩＣＴ化推進事業    3,600 

児童養護施設等における性被害防止対策に係る

設備等支援事業              375 

 

６ 教育の充実 265,444 高等学校等教育改革促進基金積立金  60,000 

県立高等学校ＤＸ加速化推進事業   62,000 

ＡＩの活用による英語教育強化事業  13,444 

県立学校ＤＸ先進事例創出事業     4,000 

部活動改革体制整備事業       126,000 

 

７ 食と農の振興 568,136 産地パワーアップ事業        165,142 

農業支援サービス事業導入総合サポート事業 

                  85,735 

緊急銃猟対応事業          19,221 

ツキノワグマ出没対応事業       1,333 



 

 

（単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

  畜産競争力強化対策整備事業     165,000 

農地中間管理事業等推進基金造成事業 60,500 

担い手確保・経営強化支援事業    71,205 

 

８ 林業の振興 17,215 林業機械導入支援事業         17,215 

合   計 4,505,144  

 

 

(8) ２月定例議会補正予算（令和８年３月４日追加提出） 

 原油価格の高騰等に対応するため、国交付金を活用し、公の施設の指定管理料や流域下水

道事業費特別会計への繰出金を増額しました。また、県税等の収入見込みの増に伴い、市町

村への県税交付金等を増額するとともに、今後の財政需要に備え、地域・経済活性化基金、

奈良県立医科大学及び奈良県立病院機構並びに南和地域公立病院等整備等基金等への積立て

を行うほか、社会保障関係経費など諸般の事情により必要と認められる経費の増額補正を行

う一方、事業年度内の執行を見通して減額補正を行い、差し引き 249 億 1,589 万 5 千円の増 

額措置を講じました。 

（単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

増額補正 26,925,895 認定こども園施設型給付費等負担金・補助金 

1,709,000 

放課後児童健全育成事業費補助金   311,000 

地域子ども・子育て支援事業（保育所・こども

園関係）               70,000 

生活保護費の支給                   138,000 

障害者自立支援給付事業            817,000 

国民健康保険事業費特別会計への繰出金 

115,000 

後期高齢者医療給付事業             347,000 

子ども医療費助成事業               317,000 

介護給付費負担金                   603,000 

指定難病対策事業                   361,000 

精神障害者医療費助成事業           183,000 

公立大学法人奈良県立大学修学支援補助金  

38,415 

公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会

計繰出金              32,850 

地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特

別会計への繰出金           2,118 

県税交付金            4,790,000 



 

 

                        

  （単位：千円） 

区   分 補正額 主  な  内  容 

  地方消費税清算金         2,560,000 

指定管理施設運営事業         18,100 

奈良県流域下水道事業費特別会計への繰出金 

                   330,000 

携帯電話等エリア整備事業       2,572 

民有林直轄治山事業費負担金     64,347 

林道災害復旧事業          103,001 

国庫等返還金            385,389 

損害賠償金               103 

ふるさと奈良県応援基金積立金    324,000 

ふるさと奈良県応援寄附金推進事業  83,000 

社会福祉施設等整備基金積立金    69,000 

奈良公園観光地域活性化基金積立金   6,000 

県債管理基金積立金        1,546,000 

地域・経済活性化基金積立金    4,500,000 

奈良県立医科大学及び奈良県立病院機構並びに

南和地域公立病院等整備等基金積立金 

                 7,100,000 

 

減額補正 △2,010,000 公債費                △ 1,280,000 

退職手当             △ 730,000 

 

合   計 24,915,895 
 

 

 

２ 特別会計補正予算の概要 

令和７年度の特別会計の歳入歳出予算額は､令和７年９月 30 日現在、3,190 億 578 万 8 千円 

でしたが、その後の令和７年度予算の補正の状況は第９表のとおりであり、その内容は次のよ

うになっています。 

 

  (1) 12 月定例議会補正予算（当初提出） 

      奈良県国民健康保険事業費特別会計において、国民健康保険財政調整基金への積立て等を

行うため、16 億 1,779 万 1 千円を増額補正しました。 

 

 (2) ２月定例議会補正予算（令和８年３月４日追加提出） 

公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計及び地方独立行政法人奈良県立病院機構

関係経費特別会計において、低所得世帯・多子世帯の教育費負担軽減を図るため、授業料及

び入学金の減免に対し補助する経費として 3,496 万 8千円、奈良県国民健康保険事業費特別

会計において、医療給付費の増加に伴い、15億円を増額補正しました。また、奈良県公債管

理特別会計において、県債借入利率の実績を反映するため、11億円を減額補正しました。



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 



 

 

 



 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他処理区

宇陀川処理区（832千㎥　1.5%） 　宇陀市 1.5%

吉野川処理区（1,686千㎥　3.0%） 　五條市 1.6%　 大淀町 1.1%　 吉野町 0.2%　 下市町 0.1%

第一処理区　その他 　平群町 1.1%　 川西町 0.6%　 香芝市 0.6%
　安堵町 0.5%　 三宅町 0.5%　 食肉公社等 0.1%

第二処理区　その他 　御所市 0.8%　 明日香村 0.5%　 高取町 0.1%

令和７年度下半期有収水量の状況

　（注　有収水量の構成率は、小数第2位を四捨五入したものである。）

奈良市

32.6%

大和郡山市

8.9%

天理市

6.6%
生駒市

5.0%
桜井市

3.0%

田原本町

2.7%

三郷町

1.8%

斑鳩町

1.3%

広陵町

1.1%

その他

3.4%

橿原市

9.8%

香芝市

4.4%

葛城市

3.5%

大和高田市

2.7%

王寺町

2.0%

上牧町

1.9%

広陵町

1.8%

河合町

1.6%

その他

1.4%

その他

4.5%

第一処理区

36,326千㎥
66.4%

第二処理区

15,844千㎥
29.1%



 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［１５３,１８２百万円］ (単位：百万円）

 表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

残高試算図

（令和８年３月31日）

　固定資産

　　134,596(87.8%)

　固定負債

　　15,459(10.1%)

　企業債

　　15,149(9.9%)

　引当金
　　310(0.2%)

　流動負債

　　3,395(2.2%)

　投資その他の資産
　　38（0.0%）

　企業債等

　　3,395(2.2%)

　繰延収益

　　92,572(60.4%)

　長期前受金

　　92,572(60.4%)

　資本金

　　12,845(8.4%)

　固有資本金

　　12,845(8.4%)

　現金預金
　　5,970(3.9%) 　流動資産

　　6,394(4.2%)

　剰余金

　　16,196(10.6%)　未収金・その他
　　424(0.3%)

　有形固定資産

　　134,558(87.8%)

　資本剰余金
　　15,015(9.8%)

　利益剰余金
　　1,181(0.8%)

　営業費用
　　11,970(7.8%) 　事業費用

　　12,193(8.0%)

　事業収益

　　12,716(8.3%)

　営業収益
　　6,000(3.9%)

　営業外費用等
　　223(0.2%)

　営業外収益
　　6,716(4.4%)



 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ 県債及び一時借入金の状況 

 

１ 県債の状況 

 県債は、文教施設、福祉施設、土木施設等の公共施設の建設や災害復旧事業など一時に多

額の経費を要し、その事業効果が後年度におよび、かつ、後年度に県民の応分の負担を求め

ることが適当な事業の財源に充てるために、県議会の議決や国との協議等を経て借り入れ、

一定の割合で償還していく長期の借入金です。 

 県では、これらの事業完成後における効果、国の地方債計画、また後年度において財源措

置が行われる有利な地方債の活用など、将来の財源負担を十分考慮しながら県債を活用して

います。 

 県債の現在高の状況は、第 12表のとおりです。 

  令和６年度末における一般会計の県債の現在高は、8,665 億 4,276 万 8 千円でしたが、令

和７年度中に公共施設の建設や災害復旧費等の財源として借り入れを行い、一方、既に借り

入れている県債の償還を行い、令和７年度末の県債の現在高見込みは、8,697 億 1,504 万 

3千円となります。 

 また、特別会計の令和６年度末の県債の現在高は、597 億 1,506 万 1 千円でしたが、令和

７年度末の県債の現在高見込みは、635億 2,254万 7千円となります。 

 なお、令和８年度には、第 13表のとおり、一般会計では 591億 5,940万円、特別会計では 

481億 4,260万円の県債の借入れを予定しています。 

 

 

 



第 12表 事業別県債の現在高の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 13表 令和８年度県債事業別予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



県債残高総額の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付税措置のない県債残高と県税収入額の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 一時借入金の状況 

 一時借入金は、年間の予算執行にあたり歳計現金が一時的に不足する場合に、短期の借入

れを行うものです。 

 各月における収入・支出の的確な把握を行い、効率的な資金管理・運用に努めており、令

和７年 10月から令和８年３月までの間は、第 14表のとおり一時借入金の借入れを行ってお

りません。 

 

 

 第 14表 一時借入金現在高の状況 

                                                    （単位：百万円） 

区     分 一 般 会 計 

令和７年 10 月末日 0 

令和７年 11 月末日 0 

令和７年 12 月末日 0 

令 和 ８ 年 １ 月 末 日 0 

令 和 ８ 年 ２ 月 末 日 0 

令 和 ８ 年 ３ 月 末 日 0 

 

 


